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1．はじめに
　社会的厚生（social welfare）は，個人の効用
（utility）の集積であり，社会全体の望ましさを
示すものである。公共経済学ではこの社会的厚生
を最大化させる制度設計のあり方がこれまで議論
され，社会的厚生を最大化させることが政府の役
割であることが認識されている。しかしながら，
周知されている通り，「市場の失敗（1）」及び「政
府の失敗（2）」によって，社会的厚生の拡大が抑
制・毀損される。これらのことに加え，事業の許
認可における行政の判断の誤りによって社会的厚
生の拡大が阻害され得る。事業の許認可における
行政の判断の誤りと阻害される社会的厚生との関
係に関しては，社会的厚生確保のための制度設計
上の重要な観点の一つとなるにも関わらず，これ
まで十分に検討されてこなかった。事業者がどの
ような事業を展開することを行政が認めるのかに
関しては，国民生活の利便性や満足度に関わる。
個人の選好（preference）率の違いもあり，個人
間の効用比較を厳密に行うことは不可能である
が，社会的厚生を如何に毀損させないかという観
点からの，市場に対する行政の役割に関する研究
は不十分である。そこで，本研究は事業に対する
行政の許認可に関して，社会的厚生毀損の要因を
行政と市場との関係から検討し，社会的厚生を確
保するための，市場に対する行政の役割を明確に
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する。
　本稿の構成は以下の通りである。2 節で既存研
究を整理し，考察のための視点を整理する。3 節
では，事業に対する行政の許認可の意義とその阻
害要因について検討する。4 節でこれまで確認し
た事項を踏まえ，事業への行政の許認可に関する
社会的厚生毀損の要因を，行政と市場との関係か
ら考察し結論を述べる。
2．先行研究
　本節では既存研究を整理し，考察のための視点
を整理する。
⑴　事業者と政治家との結びつき
　 張（2005） 及 び Pakhriazad and Shinohara
（2005）は，ASEAN 諸国のマレーシアにおいて，
事業者と政治家との結び付きが事業に影響を与え
ることを示している。Pakhriazad and Shinohara
（2005）は，マレーシアにおけるマレー半島で最
大の森林面積を有するパハン州の森林行政におい
て，政治家への資金提供に起因する，場当たり的
な伐採ライセンスの発行がなされていることを示
している。
⑵　行政機関の判断基準
　森田（1992）は，許認可行政における法運用に
関して，日本の行政機関の行動を規定する論理に
ついて整理している。一つは，行政活動は法律上
の根拠を常に要し，法律に違反してはならないと
する，合法性の論理である。二つ目は結果責任の
論理で，三つ目として，多数の行政活動への効果
的な予算人員配分が求められる，効率の論理を挙
げている。
⑶　汚　職
　ここでは，汚職に関して，①汚職が法律の改変
及び法律の実施にどのように関わるか，②どのよ
うな社会要因が汚職を抑制するか，③汚職の摘発
に関わる汚職捜査の質，④本来汚職を摘発すべき
警察官の汚職による弊害，⑤汚職の利点，⑥汚職
を防止するための方策，⑦社会的厚生を毀損する
法制度設計上の要因の観点からまとめる。
　汚職が立法及び法の執行に影響を与えることを
指摘する研究として，Hellman et al.（2000）は，
汚職を，現行法を変更させるためのものと，現行
法の実施に影響を与えるものとに区分している。
Del Bo and Florio（2012）は，現行法を変更させ
るための汚職は政策の選択と関連し，現行法の実
施に影響を与える汚職は行政計画の選択と関連す
ると捉えている。そして，汚職は行政計画の非効
率性の原因となることを指摘している。
　どのような社会要因が汚職を抑制するのかを明
らかにすることは，汚職による経済活動の歪みを
生じさせる頻度を減少させることに役立つ。鈴
木・岩﨑（2008）は，旧社会主義移行諸国の汚職
水準とその決定要因を分析し，市場化，法の支配
及び民主化という 3 つの政策体系を中核とする体
制移行諸政策の進展度と汚職水準との間には緊密
な相関関係があることを実証している。竹中
（2011）は，フィリピンの個票データを用いて学
歴と信仰の面から人々の汚職に対する許容度を分
析している。その結果，中等教育以上の教育を受
けた者及び信仰心の強い者は汚職の許容度が低い
ことが明らかとなっている。
　汚職件数を減少させるためには，汚職発覚時の
代償を念頭に置かせ，贈賄を踏み留ませることが
重要であると考えられるが，その際，汚職捜査に
おける捜査の質が問題となる。汚職の捜査機関に
関わるものとして，橋本（1993）は，検察制度を
持たないオーストラリアにおけるニュー・サウ
ス・ウェールズ州の汚職対策独立委員会（Inde-
pendent Commission Against Corruption）の問
題点を整理している。当時，設立から未だ 4 年し
か経過していなかった汚職対策独立委員会は捜査
員の不足から捜査能力に限界があり，警察などの
他の捜査機関との情報交換がなければ犯罪認知・
操作を十分行えない状態であった（橋本 1993）。
汚職の摘発に関しては，人員の確保とその育成が
必要となる。
　本来汚職を摘発すべき警察官の汚職を扱ったも
のは，大貫（1998）がある。大貫（1998）は，警
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察官の汚職事件の分析を通じて社会環境や公務員
個人の心理面，組織体制から公務員の贈収賄問題
の背景に関して考察している。警察官への犯罪の
見逃しのための贈賄や，警察官が職務上知り得た
捜査情報などを提供し対価を得る行為は犯罪の抑
制に関して悪影響を与えるものと懸念される。
　元来汚職は賄賂を提供するものと，それを受け
取る者の私的利益の拡大に寄与するためのもので
あり，社会規範としては悪であると一般的には認
識されているが，必要悪として肯定されるべきも
のであるというような外形を備えるケースもあ
る。汚職の利点を述べたものは井上（1984）があ
る。井上（1984）は，汚職を機能的側面，規範的
側面及び組織的側面から整理し，以下のように汚
職（贈賄）の利点をまとめている。①政府により
市場に対して厳しい規制が存在する場合，この規
制の緩和を意図してなされる贈賄は経済活動の活
性化に寄与する。②選挙区を代表する政治家への
贈賄（政治資金の供与）は役所が十分に対応しき
れていない問題を解決し選挙区民の諸要求の充足
へとつながる。③政治参加の手段，④経済主体か
ら政治アクターへの贈賄を通じて両者の交流が促
される。また，贈賄によって行政手続きが円滑に
進み，経済活動を活発化させるという意見もある
（竹中 2011）。しかしながら，汚職は公共の利益
よりも，特定集団の利益を優先させ，本来中立で
あるべき公務員の立場を毀損するものである（井
上 1984）。政府（行政）の志向にも依拠するが，
贈賄によらずとも上記の利点を追求する手段はあ
るように思われる。
　Beblavy（2007）は，汚職を防止するために，
汚職のコスト及び汚職の検挙率を高め，汚職の恩
恵及び行政の裁量を縮小させる措置を提案してい
る。
　社会的厚生を毀損する，法制度設計上の要因を
理論分析するものとして，大矢（2017）は，経済
成長を促進するために，営利事業のための土地収
用制度を導入したマレーシアの事例から，土地収
用（事業）における行政の許認可に関する法制度
設計上の普遍的な弊害要因を明らかにしている。
明確な言及はなされていないが，当該法制度設計
上の弊害要因は土地収用事業のみならず，事業を
開始するにあたり，行政の許認可が必要となる全
ての事業に該当するものであり，弊害要因を踏ま
えた上で，（法）制度設計を行うことが重要とな
る。大矢（2017）は，贈賄を通して行政が失敗を
すること及び社会的厚生の拡大を顧みない判断を
行う可能性があることを予め念頭に置いた上で，
行政の失敗の程度を小さくすることを見越した制
度設計を行うことも法制度設計上の重要な観点で
あると指摘している。「行政の失敗」という言い
回しがなされてはいるが，事業に対する許認可の
権限を有する行政と市場との関係において，どの
ような要因により社会的厚生が毀損されるのかに
ついては具体的な説明が十分になされておらず，
経済学の観点から，社会的厚生確保のための，事
業の許認可について分析する研究は十分ではな
い。
3．行政許認可
　ここでは，事業に対する行政の許認可の意義と
その阻害要因について検討する。
　そもそも新規に事業を行うにあたり，なぜ行政
の許認可が必要となるのか。行政が規制などせ
ず，自由な経済活動を認めることが国の経済発展
に最大限寄与するという考え方もある。しかしな
がら，社会の安全や公衆衛生，資源・環境の保
全，社会・産業の持続的な発展等を確保するため
に，新たに事業を開始するにあたり，その適正に
関して，公正な観点から行政の審査が必要とされ
る。それ故，行政の審査を経て適格性を備えた事
業（計画）及びそれを実行可能な能力を備えた事
業者であることが確認されて初めて事業を開始す
ることができるのである。この審査の具体的なあ
り方に関しては，一般的には当該産業を所管する
省庁が立案する法律等により定められる（3）。その
審査のあり方に関しては立法当初の目的・理念を
達成するものでなければならない。
　この事業の許認可における行政の審査を歪める
ものとして，先行研究でも示されている通り，許
認可申請の際の事業者から行政への贈賄が考えら
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れる（4）。これにより事業の審査が適切になされ
ず，適格性を備えていない企業や事業，立法当初
の目的には十分そぐわない事業に対して事業の許
認可がなされる危険性がある（5）。例えば，法律が
定める基準を満たしていない企業が，事業の許認
可を得るために行政に賄賂を贈り，事業の許認可
がなされることがあり得る。また，事業の許認可
をめぐり，A 社と B 社が競合関係となり，A 社
と B 社のどちらかにしか事業の許認可が与えら
れない場合，本来ならば A 社に許認可を与えた
方が国民（住民・利用者）の厚生の水準が大きく
なると見積もられる場合でも，B 社が事業の許認
可権限を持つ行政に対して賄賂を贈り，B 社が事
業の許認可を獲得すると，本来実現可能であった
厚生の水準からは低い状態となる（6）。賄賂の受け
取り手としては，行政官（7），行政官に働きかけを
行うことができる政治家及びこれらの利害関係者
が想定される。賄賂の送り手となり得る者は，主
にその見返りを求める者及びその関係者になる
が，その行為者は特に制限されないものと思われ
る。
4．考察と結論
　行政は事業の許認可権限を持つため，行政は実
質的に企業の市場参入を規制（審査）する権限を
持つことになる。言わば，行政は企業の市場参入
への門番（ゲートキーパー）の役割を果たすこと
になる。公害等負の外部効果を発生させる事業
者，食品衛生の維持に不備のある事業者や危険物
を適切に処理する能力を有しない事業者等，不適
切な事業者に対し，また，前節の例で示したよう
に，事業の許認可をめぐり事業者間で競合となっ
た際に社会的厚生の最大化に適さない事業者に対
して，市場参入への事業の許認可を行政が与える
こ と を「 行 政 の 失 敗（administration failure）」
と呼べる。「行政の失敗」の要因は，事業の審査
に関する法の不備（8），行政と事業者との情報の非
対称性，行政（官）の審査能力の欠如，また，既
に先行研究でも指摘され，本稿でも検討した通
り，事業の審査の際の行政への贈賄が考えられ
る。外部不経済を発生させる無許可操業や，国民
生活に弊害を及ぼす薬物の売買等の犯罪行為に対
する取締りの不備も，人員や人員の確保等の取締
りに掛かる予算の制約を受けるが，それらを取り
締まる立場にある警察行政という観点で「行政の
失敗」と言える。
　事業者の市場参入許可後には，事業者が適切に
業務を行うことに資する，事業者への適切な援助
及び監視・監督体制を構築することを行政は求め
られる。
　また，地球規模の環境問題が留意される昨今に
おいては，特に途上国における製造業の事業（審
査）のあり方に関して，当該国の発展状況を踏ま
えながら，国際機関や先進国等からの精度の高い
技術援助が必要とされよう。
　事業を開始するにあたっての適切な審査は重要
であるが，事業者に対して如何に市場参入を促す
かに関しても同じく重要な事項となる。行政の許
認可のあり方と企業の市場参入へのアクセス性の
差異による社会的厚生への影響に関する分析は今
後の研究課題としたい。
《注》
（ 1 ） 「市場の失敗」に関しては，公害等外部不経済
の発生，規模の経済による独占価格等の発生，売
り手と買い手との情報の非対称性，公共財の非最
適供給が挙がる。
（ 2 ） 「政府の失敗」については，公的機関の非効率
な運営，「市場の失敗」への政府の不対応，「市場
の失敗」が生じていない状態での政府の市場介入
が挙げられる。
（ 3 ） 言うまでもないが，議員立法も可能である。
（ 4 ） 贈収賄（汚職）以外の行政の審査を歪める要因
として，行政（官）の審査能力及び企業の情報開
示の不備が考えられる。
（ 5 ） なお，佐藤（1998）は，開発事業に自治体を加
えることで開発事業に必要な許認可を得やすくな
ることを挙げている。日本においては，行政の出
資比率が 25％未満の場合，地方自治法上，自治
体に財政監督権がなく，会社の経営方針に自治体
の意向を反映させることが困難となることを佐藤
（1998）は指摘している。
（ 6 ） これとは逆に，贈賄によって，事業者が変更さ
れることにより，得られる社会的厚生の水準が増
大するケースも考えられる。
（ 7 ） ①権限を有する行政官に渡されるケース，②権
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限を有する行政官に働きかけを行うことができる
立場にいる行政官に渡されるケース。③実行力が
乏しくなる可能性が考えられるが，下級行政官に
渡され，権限を有する行政官又は権限を有する行
政官に働きかけを行うことができる立場にいる行
政官に取り計らってもらうケースに分類できよ
う。
（ 8 ） 日本では，法に欠缺がある場合の行政の対応と
して，行政指導という方策がある。ただし，行政
指導に従うかどうかは，行政指導を受ける側の任
意のものであり，行政指導に従わないことを理由
として不利益処分をすることは禁止されている
（行政手続法 32 条）。
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